
【今後この事業で見込まれる成果】   

本研究事業の成果は今後の制度設計に資する基礎資料の収集・分析（医療安全、救急・災害  

医療、EBM、院内感染）、良質な医療提供を推進する具体的なマニュアルや基準の作成、体制  

の構築（医療安全、医療機関の質の評価、看護技術、遠隔医療、EBM等）などを通じて、医療政  

策への反映が期待される。   

具体的には、  

一 恵者参加に基づく評価指標が開発されることにより、医療の安全確保と質の向上を図る。  

・平時の救急医療体制に基づいた医療面における危機管理体制を確立し、国土と社会の安全  

確保に資するものである。本研究における小児救急等救急医学分野におけるエビデンスの集約  

と現場で活用可能な科学技術の開発は、この体制構築の基盤となると考えられる。  

・専門診断・治療の確保の具体的施策として、「ITを活用した遠隔医療の普及」が盛り込まれて  

おり、遠隔医療等の一層の利活用が進む。  

・医療安仝対策の推進に向けた電子カルテ等の医療情報システムの一層の推進を図り、利用  

者の視点を重視したシステム開発等を進める。  

・質の高いEB叫指向の診療ガイドラインの利活用やその効果の評価を支援しつつ、医師の臨床  

研修や医療従事者の生涯教育等の様々な領域で適用できるEBMの手法等の開発が図られる。  

（実施主体等）   

外部の専門家（評価委員）で構成される評価委員会（事前、中間事後）については、研究事業  

の改編にあわせて刷新し、本事業における研究課題の設定や研究の方向性について議論を行っ  

た上で、多角的な視点から評価を実施する（その結果で研究費の配分を行い、効率的に事業を進  

める）。   

近年の科学技術の進歩に対応し、新しい医療情報技術や評価指標の開発や国内で開発され  

た新しい医療技術の実証的臨床研究を行うことによって、医療技術の向上と医療安全の促進を  

図る研究であり、高し1必要性、緊急性が求められており、また、限られた予算の中で効率的な研  

究課題の採択が行われている。  

（連携の状況）   

関係省庁に対しては、研究報告書等の情報提供を行うなどの連携を図っている。また、医療安  

全、災害医療、医療分野の情報化の推進、根拠に基づく医療等において関連する事項について  

各省庁が所管する病院等の協力を保っている。   

本研究事業と関係を持つ「社会保障審議会医療部会」には、患者の立場として、国民の代表者  

が参画している。  

（5）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）の研究開発目標、成果目標の達成状況  

「医療の安全の推進、医療の質の向上と信綾の確保に関する研究開発」という研究開発課題  

における「2010年までに医療安全に関する管理体制の充実に資する、医療の質の評価体制につ  
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森高面責高石妄言訂  いて案を示す」という研究開発目標については医療事故を防止するための対  

及び評価に関する研究を行うなど目標の達成に向lナた取り組みを行っている。また、「2010年まぎ  

でに、ヒューマンエラー等が発生しやすい部門や手技に対して、ヒューマンセンタードデザインの  

視点で開発されたn機器の導入による影響を把握する」という研究開発目標についても、新しい  

I一枝術を活用した医療技術の導入などに向けた研究を着実に実施することとしている。  

（6）その他  
「  

1元高証  【“】1  

3．総合評価  
「【   

∴ 
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M、医療安全、医療情報技術、看護技術）などを通じて、着実に医療政策に反映されている。   

良質な医療提供体制の整備については、既存の医療体制の評価研究や新たな課題（医療安 

全等）の解決を図る研究などを推進する医療安全・医療技術評価総合研究事業の充実が不可欠  

である。  

4じ参考（概要図）  
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事業名   労働安全衛生総合研究事業   

主管部局（課一室）   労働基準局安全衛生部計画課   

事業の運営体制   労働基準局安全衛生部計画課の単独運営   

関連する「第3期科学技術基本計画における理念と政策目標（大目標、中目標）  

理念   健康と安全を守る   

大目標   安全が誇りとなる国   

中目標   暮らしの安全確保   

1．事業の概要  

（1）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）で関係する「重要な研究開発課題」  

重要な研究開発課題   ・医薬品・医療機器、組換え微生物、生活t労働環境のリスク評価等  

の研究開発  

・こころの発達と意思伝達機構並びにそれらの障害の解明   

研究開発目標   02010年までに、労働者及び労働災害の実態調査や労働安全衛  

生に係る技術の検討により、新たな知見である、職場における労働  

災害を防止・減少するために必要な技術を明らかにする。  

02010年までに、労働者の実態調査や地域保健との連携のありか  

たの検討により、労働者の職場におけるメンタルヘルス不調の予防・  

減少を図るための有効な手段を見いだす。   

成果目療   ◆2015年頃事でに、事業場における安全衛生水準を向上し、安全と  

健康が確保された労働環境を形成する。  

◆2020年頃までに、職場のメンタルヘルス不調の予防・減少を図る  

ことにより、事業場における安全衛生水準を向上させる。   

（2）事業内容（一部新規）   

労働安全衛生総合研究事業は、職場における労働者の安全と健康の確保、快適な職場環境  

の形成等を図ることを目的として調査研究を実施しており、研究成果は事業場における安全衛生  

活動等に活用されている。   

60歳以上の労働者の災害発生率が30歳代と比較すると2倍を超えており、また被災の程度も  

重くなるという傾向があることから、今後、団塊世代が60歳を超えていく中で増加が予想される労  

働災害や職業性疾病を抑制することは厚生労働大臣が策定する労働災害防止計画においても  
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喫緊の課題とされており、平成19年度においては、新たに以下の研究を実施することとする。  

● 高年齢者の就業における安全衛生確保に関する研究  

・高年齢者の心身機能の特性を踏まえた作業環境管理、作業管理に関する研究  

・加齢により多様化した個人の健康度や能力に対応する職場における健康管理対策に関す  

る研究  

（3）関連事業（関連事業所管課）との役割分担   

労働安全衛生総合研究事業の中の「メンタルヘルス対策を促進するための研究」については、  

職場におけるメンタルヘルス対策に特化しており、こころの健康科学研究事業、障害保健福祉総  

合研究事業（障害保健福祉部所管）との間では役割を分担している。  

（4）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）における「戦略重点科学技術」及び「重要な研究  

開発課題」との関係  

労働安全衛生総合研究事業は、職場における労働者の安全と健康の確保、快適な職場環境の  

形成等を図ることを目的として調査研究を実施してきたところであり、ライフサイエンス分野の「重  

要な研究開発課題」である「医薬品・医療機器、組換え微生物、生活・労働環境のリスク評価等の  

研究開発」等に資する事業である。   

目標として掲げられている「労働者及び労働災害の実態調査や労働安全衛生に係る技術の検  

討により、新たな知見である、職場における労働災害を防止・減少するために必要な技術を明ら  

かにする」、「労働者の職場におけるメンタルヘルス不調の予防・減少を図るための有効な手段を  

見いだす」を達成するため、労働災害防止計画において課題とされている職業性疾病予防対策、  

化学物質による健康障害の予防対策、メンタルヘルス対策等の研究を進め、その成果を活用して  

事業場の安全衛生水準の向上を図ることとしている。  

（5）予算額（単位：百万円）  

H15   H16   H17   H18   H19   

333   308   283   254   （未確定値）   

（6）研究事業の成果   

労働者の安全と健康の確保は国民的課題の一つであるが、労働災害による被災者数は年間5  

4万人にも及び1，500人以上が亡くなっているほか、腰痛をはじめとする業務上疾病による被災  

者数は7，000人を超えている。   

本研究事業は、平成17年度終了課題において、職場における腰痛防止のための具体的な作  
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業姿勢負担評価チェックリストを開発し、また、化学品の危険有害性情報、取扱い上の注意書き  

等をラベル等に記載するシステムであるGHSlの分類技術やラベル理解度に関する研究を行い、  

その成果がGHS準拠のJIS－MSDS（化学物質安全データシート）やJIS－ラベル表示等の制  

定、昨年改正された労働安全衛生法の本年末の円滑な施行に資するなど、労働者の安全と健康  

の確保を図る上で必要な基礎資料の収集・分析をはじめ、具体的な安全■健康確保手法の開発  

を行うことにより、行政施策に必要とされる重要な成果をあげている。  

2．評価結果  

（1）必要性  

労働者の安全の確保、健康の保持増進を図ることは、国民が安心して健康に暮らせる社会の  

実現に必須であり、本研究事業は社会的価値の創出を図るため必要性は高い。  

（2）効率性（費用対効果にも言及すること）  

事前評価あるいは中間評価で確認される研究計画・実施体制の妥当性は適切であり、効率性  

は高い。  

（3）有効性   

研究成果がGHS準拠のJIS－MSDS（化学物質安全データシート）やJIS－ラベル表示等の  

制定、昨年改正された労働安全衛生法の円滑な施行に資するなど行政施策に必要とされる重要  

な成果をあげており、有効性は高い。  

（4）計画性   

成果と活用と効果について十分な検討がなされており、これまでも行政施策への反映等を行っ  

てきたことから、計画性は高い。   

（5）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）の研究開発目標、成果目標の達成状況  

労働現場におけるリスクアセスメント等に関する研究や石綿による健康障害の予防等に資する  

研究等労働災害の防止・減少に資する研究として8つの課題を設定し、これまで職場内のリスク  

を低減させるための手法等の研究を実施しており、職場における労働災害を防止・減少するため  

に必要な技術を明らかにするという研究開発目標の達成に貢献するとともに、事業場における安  

全衛生水準を向上し、安全と健康が確保された労働環境を形成するという成果目標の実現のた  

め着実に研究が進展している。  

（6）その他  

Globally Harmonized System of Classification and Labeling of Ghemicalsls 
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3．総合評価  

安心して健康に暮らせる社会の実現は国民的課題である。労働安全衛生総合研究事業は、国j  

民的課題の解決に向けて、職場に焦点を当て、労働者の安全と健康の確保を図るものであり、一  

層の推進が必要である。また、来年度実施予定の「高年齢者の就業における安全衛生確保に関  

する研究」は、その必要性、社会的意義が高く、着実に実施することが必要である。  

4．参考（概要図）  

平成19年度厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究新規要求）  

労働安全衛生行政を  
取り巻く情勢げ）変化  

課題に対応するために必要な研究二  行政に課せられた農耕  

第10次労働災害防止計画   

○高齢労働者の労働災害防止対策  
・高年齢労働者の身体的特性に配慮した楊械  
設備、作業環境及び作業方法の改善を推進  
・人間工学的な観点等を踏まえた職場快適化  
のための手法の開発・普及を推進  

・改正高年齢者雇用安定法の施  
行  
一ナ高齢者の労働力人口が増加  
（平成27年までに約17n万人増加  
（推定））  

t60歳以上の災害発生率  
－・3口歳代の2倍以上  ・労働力の高年齢化に伴い増加が予想さ  

れる労働災害・職業佳疾病の抑制  

・加齢により多様化する労働者の健康管  
理対策  

第3期科学技術基本計画  
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16）食品医薬品等リスク分析研究事業  

16－－1）食品の安心・安全確保推進研究   

（分野各） 慣硬安全石引幕総合研究分竪L  

瑚覚経鮮紅厚生労働担掌埋究経琵  

事業名  丁姦品の安心1安全確保推進研究事業  

主管部局（講壇 食品安全部企画情報諒  
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食品安全部企画情報課が、補助金の予算・執行事務、その他研  

究費関係のとりまとめを行い、食品安全部内各課室（企画情報  

課、基準審査課、基準審査課新開発食品保健対策室、監視安全  

課）の所管業務により関連する課題毎に分担して運営  

事業の運営体制  

関連する「第3期科学技術基本計画における理念と政策目標（大目標、中目標）  

理念   健康と安全を守る   

大目標   安全が誇りとなる国   

中目標   暮らしの安全確保   

1．事業の概要  

（1）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）で関係する「重要な研究開発課題」  

重要な研究開発課題   一 食料・食品の安全と消費者の信頼の確保に関する研究開発   

研究開発目標   02010年までに、と畜場等におけるBSE検査用高感度・迅速検査  

法、食料・食品中に存在する食中毒菌等の迅速一斉検査法等を実用  

化する。  

02010年までに、食品等の安全性を科学的に確保するため、遺伝  

子組換え食品の意図せざる新規代謝物質等の発現等を検証する手  

法を確立する。  

02010年までに、添加物450品目について安全性に関する科学的  

知見を整備する。  

02010年までに、食品の安全に関するリスクコミュニケーション手法  
を確立する。  

02015年頃までに、科学をペースにした透明性・信頼性の高い、食  

料・食品の安全性に関するリスク評価手法を確立する。   

成果目標  ◆2015年頃までに、食品供給行程（フードチェーン）全般について、  

リスク分析に基づく食料t食品の安全確保を実現する。  

◆2015年頃までに、食品による健康被害事例を低減させる。   

（2）事業内容（継続）   

本研究事業は、食品供給行程全般におけるリスク分析のうち、厚生労働省が担当するリスク管  

理及び－」スクコミュニケーション並びにリスク評価に必要な科学的知見の収芦等を実施するもので  

あり、国民の安全な食生活の確保を行うとともに、食品に関する国民の不安解消に資することを  

目的に本研究事業を推進することとする。具体的課題としては、BSEなど食品安全行政の中でも  

国民の関心が高い案件について重点的に研究を推進するとともに、遺伝子組換え食品など、科  

学技術進展により開発された新しい食品の安全性や、乳幼児用食品の安全性などについても研  
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究を実施する。  

（3）関連事業（関連事業所管課）との役割分担   

食品安全について関係の深い内閣府食品安全委員会（主にリスク評価）や農林水産省（主に  

農林水産物の生産段階等におけるリスク管理）と連絡会議を設置し、情報や意見の交換を通じ、  

研究課題の重複を避けるなど、食品供給行程全般における研究事業の効率や効果が十分に確  

保されるよう調整を実施している。  

（4）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）における「戦略重点科学技術」及び「重要な研究  

開発課題」との関係  

本研究事業は、すべてが食品の安全に資する研究であるため、重要な研究開発課題の「食料・  

食品の安全と消責者の信頼の確保に関する研究開発」及び戦略重点科学技術⑤「国際競争力を  

向上させる安全な食料の生産・供給科学技術」の「食品供給行程（フードチェーン）全般におけるリ  

スク分析に資する研究開発」に該当するものである。  

（5）予算額（単位：百万円）  

H15   H16   H17   H18   H19   

1，380   1，430   1．307   1，448   （未確定値）   

（6）研究事業の成果   

平成17年度の本研究事業における研究成果については、食品による健康危害要因の早期察  

知、食品健康影響評価の基礎となる科学的知見の収集等を行い、健康被害の未然防止及び被  

害の拡大の防止に寄与している。主な研究成果は、  

1）アガリクス茸を含有する特定の健康食品中から、有害物質と考えられているアガリテンが  

検出され、食品健康影響評価を実施することとなったこと   

2）遺伝子組換え食品（Bt10、Bt rice）の定性検査法を開発し、公定検査法として公開されたこ  

と   

3）食中毒菌として重要なサルモネラ及びカンピロバクターの多剤耐性化の実態を明らかにし  

たこと   

4）カドミウム暴露と健康影響に関する研究成果が国際的な食品の安全性評価の資料として  

参考にされたこと   

5）血中ダイオキシン類濃度の微量定量法の開発により、世界的にも注目されているダイオキ  

シン類と様々な臨床症状との関連を明らかにすることが可能になったこと  

等である。  

2．評価結果  

（1）必要性  
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昨今、食品安全を脅かす様々な問題（BSE、食中毒等）の発生や「食育基本法」の制定などによ  

り、国民の「食」に対する関心が高く、安心・安全な社会の構築を実現するため必須の課題であ  

る。このようなことから、厚生労働省において食品安全行政におけるリスク管理を実施し、国民に  

対し安全な食品を提供するためにも、それに必要な課題を設定し研究を推進させることは大変意  

義が高いと考えられる。  

（2）効率性（費用対効果にも言及すること）  

本研究事業においては、食品安全行政に資する研究が推進されている。例えば、国の公定検  

査法の開発、マニュアルやデータベースの作成、安全性評価等のための資料の提供などにより  

食品安全施策に反映されている。ひとつひとつの研究成果が最終的に全国民の毎日の食生活の  

安心・安全に貢献するものであることから、本研究事業に皐って得られる効果は、研究費の額に  

比して相当に大きいと考えられる。また、若手研究者の育成や海外研究協力等など人材育成も含  

めた研究基盤の強化も併せて行われている。さらに、関係府省（内閣府食品安全委員会■農林水  

産省）と連絡会議を設置し、研究課題の重複をさけるなど、効率性が非常に高い研究事業である  

と考えられる。  

（3）有効性  

本研究事業については、行政施策に直結する研究課題が設定されており、1（6）で前述したと  

おり、その研究成果は食品の安全性の確保に大きく貢献している。さらには、これら研究結果か  

ら、知的財産の開発、国際貢献等の成果も挙げられており、非常に有効性が高いと考える。  

（4）計画性  

第3期科学技術基本計画分野別推進戦略において、研究開発目標や成果目標が盛り込まれる  

等政策に直結する目標が設定されており、それらの目標を達成するために必要な個別研琴課題  

について、計画的に研究が立案t実施されている。  

（5）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）の研究開発目標、成果目標の達成状況  

18年度においては、研究開発目標の達成を視野に、個々の研究を着実に実施しているところ  

である。  

（6）その他  

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針（骨太の方針2006）」においても、「科学に基づ  

いた食の安全と消費者の信植の確保に向けて、BSE、鳥インフルエンザヘの対策、食品表示基  

準の見直し等を進める。」とされている。  

3．総合評価  
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本研究事業は、行政的意義や行政及び国民の生活への貢献度が極めて高く、さらに研究事業  

自体においても、有効性、効率性、計画性が高いことから、食品の安全に資する研究を一層積極  

的に推進すること、及び、今後も食品の安全に関する問題について科学技術の面から迅速に対  

応できるような若手の人材育成及びその成果の普及啓発への対応の拡充を十分に図ることが適  

当である。  

4．参考（概要図）  

醸訟  

○昨今、食品安全を脅かす様々な間規（例：B双、いわゆる健廣食品）の先生やー食膏基本法」の制定などにより、国民の「貪」に対する蘭心が高い。  

○また、r経済財改選苦と構造改革に関する基本方針（骨太方針2005）」や「第ユ期科学技術基本計画分野別推進勧略（戦地重点分野に指定）Jで言及されている  
ところであり、政府としても「食」の安全には高い優先職位付けがなされている。  

○厚生労働省では、食品安全行政における「リスクt理」導を実施しており、施策実施に必要な研究課題を設定し研究事業を推遷してきたところ。  

対象：○個別物貫：添加軌汚染物貫、化学物賞、残留農薬、徴生乳B＄E、健康食晶、モダンバイオテクノロジー応用食品、器共・容夢色装、おもちや尊  
○その他：リスクコミュ＝ケーション、危機t理（テロ対策を含む） 等  

①危害要因のリスク解明・管理体制の高度化  
一研究成果例－   
＜BSEに朋する研究＞   
○若齢例や非定型例の発見、従来感染性がないとされていた牛の末梢神経  
からの異常プリオンタン′くク検出等世界的にも新たな先見   

＜担子菌類中の有害物書の評価lこ関する研究＞   
○アガリクス茸を含有する特定の健廣貴腐中から、青書物賞と考えられてい  
るアガリテンを検出。   

＜食中毒菌の薬剤耐性に閲する疫学的・遺伝学的研究＞   
○食中毒菌として暮雲なサルモネラ及びカンピロ′くククーの多剤耐性化の実  
態を明らかにした。   

＜既存添加物の安全性閲する研究＞   
○既存添加物のうち慢性暮性、発がん性に関する安全性評価が必層なもの  
を優先的に実施。  

⇒食品健康被害の未然防止やリスク管理措置等に寄与  

雌  〟更生錮書フ  
「慶虐安全度■会J  o研究（由内・醜）デ側・蓄積  

③研究成果の国際社会への貢献等  
一研究成果例－  
＜熱媒体の人体影響とその治療法に関する研究＞  
○血中ダイオキシン頼濃度の微量定量法の開発により、世界的にも注目され   
ているダイオキシン類と様々な臨床症状との関連を明らかにすることが可能   
になった。  

＜国際貢献＞  

OBSEの園際基準を策定する国際獣疫事務局（0IE）へのデータ提供  
○匡脛食品規格委1会において米のカドミウムの暫定週間耐容‡策取量およ   
び食品中の国際基準が本研究事業のデーうを基に改定  
→国際社会をリードするとともに、国際貢献推進に寄与  

②検査機器等の開発研究  
一研究成果例一   
＜BSEに関する研究＞   
○日本発のBSE迅速検査キットーmLISABSEKlt（富士レビオ株式会   
社）－、に応用   

＜′くイオテクノロジー応用食品の安全性確保に関する研究＞   

○遺伝子租換え食品（B【10、B【dce）の定性検査法による公定法の朗発  
＜ウシ由来腸管出血性大腸菌0157の食品汚染制御に関する研究＞   
○菌株の書兼型及び毒素塵生を計る遺伝学的検査法を確立  

⇒食品安全確保・経済効果・知的財産の保有等に寄与  
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科学的問題  社会的問題  

食中毒等  
輸入食品等に起因する食中毒  
や食品テロの脅威の増大  

ノロウィルス、動物由来感染症  
等による食中暮の増加   

リスクコミュニケーション  
の不足  

食品中に含まれるダイオ  
キシン矧こよる健康被害  

の安全性研究  

16－2）医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究経費  

■’‾‾■r‾ （分野名）健康安全確保総合研究分野  

（研究経真名）医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究経費  

事業名   医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業   

主管部局（課・室）   医薬食品局総務課   

事業の運営体制   医薬食品局総務課の単独運営   

関連する「第3期科学技術基本計画における理念と政策目標（大目標、中目標）  

理念   健康と安全を守る   

大目標   安全が誇りとなる国   

中目標   暮らしの安全確保   
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1．事業の概要  

（1）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）で関係する「重要な研究開発課題」  

重要な研究開発課題   ・医薬品・医療機器、組換え微生物、生活・労働環境のリスク評価等  

の研究開発  

・創薬プロセスの加速化・効率化に関する研究  

・ライフサイエンスが及ぼす社会的影響や、社会福祉への活用に関  

する研究開発   

研究開発目標   02010年までに、ファーマコゲノミクスに基づく評価手法を確立す  

る。  

02010年までに現時点で明らかになっている乱用物質の毒性・依  

存性を評価する技術を確立する。   

成果目標   ◆2015年頃までに、薬物の毒性・依存性の迅速な評価により、それ  

らの公表や国民向けの啓発活動を行い、薬物乱用を防止する。  

◆2015年頃までに、ファーマコゲノミクス等、新たな知見に基づく評  

価を踏まえ、個人の遺伝情報に応じた医療に有用な医薬品の承認を  

可能とする。   

（2）事業内容（一部新規）   

医薬品■医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業では、医薬品・医療機器等の安全  

性、有効性及び品質の評価、及び乱用薬物への対策等に必要な規制（レギュレーション）につい  

て、科学的合理性と社会的正当性を根拠として整備するための研究を実施することにより、医薬  

行政全般の推進を図るものであり、保健衛生の向上及び国民生活の質の向上に資するものとし  

て重要である。本研究事業の成果は、医薬品t医療機器等の承認審査、治験の推進、市販後安  

全対策などに寄与し、また、評価手法の整備者により新たな医薬品・医療機器の開発・承認に通  

ずる指標としての効果をもたらしており、国民の健康と安全を守り「よりよく暮らす」 

品や医療機器が果たす役割は大きい。  

今後、わが国における基礎研究成果の実用化に向けた臨床研究や橋渡し研究を強力に推進す  

ることと相まって、最終的に国民に対して、画期的な医薬品・医療機器等をより安全かつ迅速に提  

供するには、科学的合理性と社会的正当性をもとに整備された医薬規制による評価が必要にな  

る。そのため、平成19年度においては、政府として取り組む臨床研究や橋渡し研究の推進にあわ  

せて、レギュラトリーサイエンスの考え方に基づく研究の推進と、その成果の承認審査への応用を  

強化する。特に医薬品・医療機器の承認審査迅速化に向けて、世界的動向を踏まえつつ、再生  

医療や次世代医療機器等に係る評価指標■ガイドライン整備に取り組むとともに、ファーマコゲノミ  

クス等の新たな知見に基づく評価手法確立のための研究を強化し、成果目標の早期達成を目指  

す  

また、至適投与量や臓器分布等の検討のための極微量投与（マイクロドージング）や医薬品・医  
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